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Ⅰ 地方創生の推進 ①

○地方財政計画「まち・ひと・しごと創生事業費」の拡充

地方がその実情に応じた息の長い取組みを継続的かつ主体的に進めていくた

めに、平成27年度地方財政計画に計上された「まち・ひと・しごと創生事業

費」（１兆円）を拡充すること。費」（１兆円）を拡充すること。

○新型交付金の創設

地方創生の取組みを深化させるための交付金については、地方創生の具体の

取組みが本格化するにあたり新型交付金に対する地方の期待が高まっているこ

と、政府においては新たに「一億総活躍社会の実現」を基本方針として掲げら

れたこと等を踏まえ、その内容や規模について、地方の意見等を十分に踏まえ

る形で、補正予算での対応を含めて拡充すべき。

また、国の総合戦略を踏まえ、少なくとも当面の５年間を見据えて施策展開

を図れるよう継続的なものとするほか、地方団体が着実に執行することができ

るよう、交付金に係る地方の財政負担については「まち・ひと・しごと創生事

業費」１兆円とは別に、地方財政措置を確実に講ずること。



《内閣府資料》



Ⅰ 地方創生の推進 ②

○地方創生を総合的に支援する地方債の創設

地方創生のための魅力ある地域資源を活かした緊要度の高いまちづくりなど

を戦略的に推進するため、特別な地方債を創設し、その元利償還金について、

交付税措置を講じること。特に2020年東京オリンピック・パラリンピック競技交付税措置を講じること。特に 年東京オリンピック・パラリンピック競技

大会等を見据え、事前キャンプや文化プログラム等を各地方で開催すること

は、地方創生の一層の推進に資することから、地方がその実情に応じ拠点とな

る公立スポーツ・文化施設の機能向上等を図ることができるよう、上記の対応

を図ること。



2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会に向けた地方財政措置

「ホストシティ・タウン構想推進のための地方財政措置の考え方について」【抜粋】
（H27.9.30 内閣官房、東京ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ競技大会・東京ﾊﾟﾗﾘﾝﾋﾟｯｸ競技大会事務局、総務省自治行政局国際室）

２．ホストシティ・タウン（仮称）が行う施設改修に係る地方債措置

（１）対象団体（１）対象団体
以下の要件をいずれも満たす地方公共団体

① 要綱第３（３）に基づき、ホストシティ・タウン（仮称）として登録された地方
公共団体

② 長期的視点から総合的かつ計画的に行われるよう策定する公共施設等の総合的
かつ計画的な管理に関する計画（公共施設等総合管理計画）を策定している地方
公共団体

（２）対象事業
東京オリンピック・パラリンピック競技大会の事前合宿に活用する既存のスポーツ東京オリンピック・パラリンピック競技大会の事前合宿に活用する既存のスポーツ

施設を各競技の国際競技連盟基準に適合させるために必要不可欠な改修事業（施設の
新設は対象外）
※ その他、収益性のある施設の整備事業は対象外となるなど、地域活性化事業債の

取扱いに準じることとなります。

（３）地方債措置
地域活性化事業債（充当率90％、交付税措置率30％）の対象



拡 充 型

地方にある、企業の本社機能等の強化

単独または複数市町村の地域連携により
概ね人口10万人以上の経済圏を構成すること

【設備投資減税】オフィスに係る建物などの取得価額に対して

移 転 型

東京23区からの本社機能(全部･一部)の移転の場合

【設備投資減税】オフィスに係る建物などの取得価額に対して

特別償却25％または税額控除７％

【雇用促進税制】増加した雇用者１人あたり80万円を税額控除

地方拠点強化税制の創設（平成27年度税制改正）

地方拠点強化税制の拡充（雇用促進税制と所得拡大促進税制の併用）

【設備投資減税】オフィスに係る建物などの取得価額に対して

特別償却15％または税額控除４％

【雇用促進税制】増加した雇用者１人あたり50万円
を税額控除

（法人全体の雇用者数増加率10％未満の場合20万円/人）

【地 方 税】固定資産税、不動産取得税の減免
（地方交付税による減収補てんの対象）

【雇用促進税制】増加した雇用者１人あたり80万円を税額控除

【地 方 税】固定資産税、不動産取得税に加え事業税の
減免（地方交付税による減収補てんの対象）

・拡充型50万円/人に30万円を上乗せ
（雇用者数増加率10％未満：20万円＋30万円＝50万円/人）

・雇用が維持されれば上乗せ分30万円は３年間継続

・上乗せ分30万円は東京からの転勤者にも適用

現行制度の課題

租税特別措置法では、所得拡大促進税制の対象年度は「雇用
促進税制の適用を受ける事業年度を除く」と規定。

＝ 雇用促進税制と所得拡大促進税制は併用不可

雇用者の数が増加した場合の税額控除制度（雇用促進税制）のうち地方活力向上地域特定業務
施設整備計画に係る措置について、雇用者給与等支給額が増加した場合の税額控除制度（所得拡
大促進税制）と重複して適用できることとする。

平成28年度与党税制改正大綱

【全国知事会 提案】企業にとってより活用し
やすいものとなるよう、所得拡大促進税制と
の併用を認めるなど制度の拡充を図るべき。



Ⅱ 地方の安定的な財政運営に必要な地方一般財源総額の確保

○地方一般財源総額の確保等

地方が、地方創生・人口減少対策をはじめ、国土強靭化のための防災・減災
事業など、地方の実情に沿ったきめ細かな行政サービスを十分担えるよう、地方

の安定的な財政運営に必要な一般財源総額を確保すること。

なお、地方財政計画の策定にあたっては、高齢化に伴う社会保障関係費の自

然増や地域経済・雇用対策に係る歳出等を特別枠で実質的に確保してきたこと等

を踏まえ、歳出特別枠及びそれに伴う国の別枠加算を実質的に堅持すること。

また、新たに政府の基本方針「一億総活躍社会の実現」や「総合的なＴＰＰ

関連政策大綱」の策定を受け、地方においても、地域経済の活性化や子育て・介

護などの福祉施策、力強い農林水産業づくりに向けた施策などに取り組んでいく

必要があること等を踏まえ、これらに係る財政需要を地方財政計画に反映するな必要があること等を踏まえ、これらに係る財政需要を地方財政計画に反映するな

ど、地方単独事業の財源を十分確保すること。

また、いわゆるトップランナー方式による地方歳出の効率化の検討にあたっ

ては、条件不利地域等、地域の実情に配慮するとともに、住民生活の安心・安全

が確保されることを前提とした合理的なものとし、地方交付税の財源保障機能が

損なわれないようにすること。



３．目標とその達成シナリオ、改革工程

（目標）

「経済・財政一体改革」を推進することにより、経済再生を進めるとともに、2020年度（平成32年度）

の財政健全化目標を堅持する 具体的には 2020年度ＰＢ黒字化を実現することとし そのため ＰＢ赤

「骨太の方針2015」における地方行財政関係部分（抜粋）

第３章 「経済・財政一体改革」の取組－「経済・財政再生計画」

◎経済財政運営と改革の基本方針2015＜平成27年6月30日閣議決定＞

計画の初年度である平成28年度予算から手を緩めることなく本格的な改革に取り組む。計画期間の当

初３年間（2016～2018年度）を「集中改革期間」と位置付け、「経済・財政一体改革」を集中的に進める。

その取組を毎年度の予算編成及び関係する全ての計画、基本方針、法案等に反映させる。

計画の中間時点（2018年度）において、目標に向けた進捗状況を評価する。集中改革期間における改

革努力のメルクマールとして、2018年度（平成30年度）のＰＢ赤字の対ＧＤＰ比▲１％程度を目安とす

（改革工程の明確化）

（１）集中改革期間と中間評価

の財政健全化目標を堅持する。具体的には、2020年度ＰＢ黒字化を実現することとし、そのため、ＰＢ赤

字の対ＧＤＰ比を縮小していく。また、債務残高の対ＧＤＰ比を中長期的に着実に引き下げていく。

革努力のメルクマールとして、2018年度（平成30年度）のＰＢ赤字の対ＧＤＰ比▲１％程度を目安とす

る。国の一般歳出については、安倍内閣のこれまでの取組を基調として、社会保障の高齢化による増加

分を除き、人口減少や賃金・物価動向等を踏まえつつ、増加を前提とせず歳出改革に取り組む。地方に

おいても、国の取組と基調を合わせ取り組む。

※国の一般歳出の水準の目安については、安倍内閣のこれまでの３年間の取組では一般歳出の総額の実質
的な増加が1.6兆円程度となっていること、経済・物価動向等を踏まえ、その基調を2018年度（平成30年
度）まで継続させていくこととする。地方の歳出水準については、国の一般歳出の取組と基調を合わせつ
つ、交付団体をはじめ地方の安定的な財政運営に必要となる一般財源の総額について、2018年度（平成30
年度）までにおいて、2015年度地方財政計画の水準を下回らないよう実質的に同水準を確保する。
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【地方財政決算の推移】

(注)内訳が公表されていない一般行政経費（単独分）に係る社会保障関係費は、社保以外に算入。

▲▲16.216.2兆円兆円＋＋10.310.3兆円兆円▲▲3.43.4兆円兆円

一般行政経費等

関係経費や投資的
経費の削減などに
よる対応は極めて
困難
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▲▲4.84.8兆円兆円 ＋＋8.88.8兆円兆円 ▲▲9.99.9兆円兆円
(注)社会保障関係費は、一般行政経費（単独分）相当分（乳幼児・妊産婦医療費助成、保育料軽減

事業費補助金など地方独自の取組み）を含む。なお、東日本大震災分を除いている。

地方の安定的な財

政運営に必要な一

般財源総額を確保



歳出特別枠・別枠加算の推移

１．地方財政計画における歳出特別枠
(単位：億円)

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28仮試算

地方再生対策費 4,000 4,000 4,000 3,000 － － － － －

地域雇用創出推進費 － 5,000 － － － － － － －

地域活性化・雇用等
対策費

－ － 9,850 12,000 － － － － －

地域経済基盤強化・
雇用等対策費

－ － － － 14,950 14,950 11,950 8,450 8,450

計 4,000 9,000 13,850 15,000 14,950 14,950 11,950 8,450 8,450

２．地方交付税の別枠加算
(単位：億円)

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28仮試算

別枠加算(※） － 10,000 14,850 12,650 10,500 9,900 6,100 2,300 700

(※）既往法定加算等及び臨時財政対策特例加算とは別枠でなされる、地方の財源不足の状況等を踏まえた加算。



地方財政計画の歳出（一般行政経費）の分析

（兆円）

単独は社会保障関係
費を含めて、この10年
間ほぼ横ばい

高齢化の進展等
に伴う社会保障
関係費（補助）が
年々増加

≪総務省資料≫

間ほぼ横ばい
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Ⅲ 平成28年度税制改正に係る課題等 ①

○地方法人課税の偏在是正に伴う実効性ある措置
地方法人特別税・譲与税に代わる税源の偏在是正措置として、また、消費税

税率10％段階における偏在是正措置として、法人住民税法人税割の一部の交付

税原資化を進めることとされたが、地方税の偏在是正より生じる財源は、地方

の自主的・主体的な施策等に活用すべきものであり、必要な歳出を地方財政計の自主的・主体的な施策等に活用すべきものであり、必要な歳出を地方財政計

画に確実に計上し、実効性のある税源偏在是正措置を実現すること。

○法人税改革に伴う外形標準課税の見直し
今後、法人税制をめぐる諸課題を検討する中で、外形標準課税の適用対象法

人のあり方等について検討を行う際には、地域経済への影響も踏まえて、引き

続き、中小法人への適用については慎重に検討すること。

○消費税の軽減税率制度導入に伴う財源の確保
軽減税率制度の導入により、仮に減収分の全てが確保されない場合、地方の

社会保障財源に影響を与えることとなることから、平成28年度における安定的

な恒久財源確保の検討に際して、代替税財源等により確実に措置するなど地方

財政に影響を与えないこと。



Ⅲ 平成28年度税制改正に係る課題等 ②

○車体課税の見直しに伴う財源の確保
自動車取得税の廃止により生ずる減収のうち、環境性能割（仮称）で確保で

きない減収分については、地方財政計画において確実に措置するなど地方財政

に影響を与えないこと。

※自動車取得税の廃止 約▲1,100億円：環境性能割(仮称)の税収規模 約890億円

また、平成29年度税制改正における、自動車の保有に係る税負担の軽減に関

する総合的な検討に際し、仮に都道府県の基幹税である自動車税の税率の引下

げを議論する場合には、地方財政に影響を及ぼすことのないよう具体的な代替

税財源の確保を前提とすること。

○森林吸収源対策及び地方の地球温暖化対策のための税財源の確保
市町村による継続的かつ安定的な森林整備等の財源に充てる税制（森林環境

税（仮称））等の新たな仕組みの検討の際には、国・都道府県・市町村の役割

分担のあり方などの課題について十分整理するとともに、現在、都道府県を中

心として独自に課税している森林環境税等との関係についても、地方の意見を

踏まえて、しっかりと調整すること。


